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「妊娠・産休・育休等による不利益取扱い」や「セクシュアルハラスメント」

に関する援助の申立が増加！
－平成23年度男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の施行状況－

東京労働局（局長　山田　亮）では、平成23年度の男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に関する施行状況（資料１）をとりまとめた。

	◆ポイント◆
１　紛争解決援助制度の利用件数が大幅に増加
1 　男女雇用機会均等法に基づく紛争解決援助の申立件数は87件で、前年度の約1.3倍。内容は、「セクシュアルハラスメント」（40件）が依然として多く、次いで「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」（37件）となっている。
2 　育児・介護休業法に基づく紛争解決援助の申立件数は82件で、前年度の約2.7倍。内容は、「育児休業等に係る不利益取扱い」（48件）が最も多く、次いで「育児休業が取得できない」（23件）となっている。

正規労働者は「育児休業からの復職時の不利益取扱い」事案が、非正規労働者は
「育児休業が取得できない」事案が多くなっている。
3 　今後とも、的確な紛争解決援助の実施を通じて、非正規労働者を含めて就労環境の整備が図られるよう両法の履行確保に努めることとしている。

２　改正育児・介護休業法の全面施行について
平成21年、育児・介護休業法が改正され、平成24年7月1日より、これまで適用が猶予されていた①短時間勤務制度、②所定外労働の制限、③介護休暇　の制度が、従業員数が100人以下の事業主にも適用される。

東京労働局では、従業員数が100人以下の企業において、法の趣旨・内容が理解され、法に沿った規定整備とその運用が実現するよう、平成24年7月4日に「改正育児・介護休業法全面施行説明会」を開催する。


添付資料

資料1-1  東京労働局における男女雇用機会均等法の施行状況（Ｈ23年度）

資料1-2  東京労働局における育児・介護休業法の施行状況（Ｈ23年度）
資料２　「紛争解決援助制度のご案内」（厚生労働省作成）
資料３　「改正育児・介護休業法が全面施行されます！！」（厚生労働省作成）
資料４　「改正育児・介護休業法全面施行説明会」（東京労働局主催）
資料５　「有期契約労働者の育児休業取得推進に向けて」（厚生労働省作成）

資料６　「私も会社もステップアップ～ポジティブ・アクションでチャンスを活かせ～」
（厚生労働省作成）
Ⅰ　男女雇用機会均等法の施行状況

１．相談の状況（資料1-1【表1】【表2】）
	◆ 相談件数は、3,450件で、前年度より10％減少。

◆ 労働者からの相談割合は、全体の50％を占めた。

◆ 最も多いのは、「セクシュアルハラスメント」に関する相談。次いで、「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する相談が多く、増加した。


　○  平成23年度に、東京労働局 雇用均等室に寄せられた男女雇用機会均等法に関する相談は、3,450件（平成22年度は3,830件）（図１）。
○  相談者の内訳をみると、労働者からの相談割合が全体の50％（前年度56％）を占めるものの、事業主は36％（前年度30％）で、事業主からの相談が増加した（図１）。
　

　【図１】相談件数の推移
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·   相談内容別にみると、最も多いのは「セクシュアルハラスメント」に関する相談(1,882件)であった。次いで、「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する相談（612件）が続き、前年度（564件）より増加した（図２）。

相談者の内訳別に相談内容をみると、労働者、事業主ともに「セクシュアルハラ   

スメント」に関する相談が最も多く寄せられたが、事業主からは「母性健康管理」
に関する相談（316件）も多く寄せられた。

【図２】相談内容の内訳
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２．労働局長による紛争解決援助の状況（資料1-1【表３】）
	◆ 紛争解決援助の申立件数は、87件で、増加した。
◆ 内容別では、「セクシュアルハラスメント」に関する事案が依然として多く、次いで「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する事案となっている。
◆ 援助を終了した事案の69％が解決。


　○  平成23年度、新たに東京労働局長あてになされた男女雇用機会均等法第17条に基づく紛争解決援助の申立件数は、87件。平成19年度の男女雇用機会均等法改正以降、増加し、過去最高の申立を受理した（図３）。
○  申立の内容をみると、「セクシュアルハラスメント」に関する事案が40件、次いで「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する事案が37件であった（図３）。
○  「セクシュアルハラスメント」に関する事案（40件）について、申立者の内訳は非正規労働者が29件（73％）と多くを占めている。申立者の状況としては、離職後又は離職予定での申立が23件と半数以上を占めており、就労を継続しながらの問題解決の困難さを示している。
○  「妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱い」に関する事案（37件）について、申立者の内訳は、非正規労働者が22件と多く、その不利益取扱いの内訳としては、「契約更新をしない」が18件（82％）と圧倒的に多かった。
○  平成23年度中に援助を終了した事案（90件）のうち、62件が解決しており、解決率は69％。
　【図３】紛争解決援助申立件数の推移
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３．機会均等調停会議による調停の状況（資料1-1【表４】）
	◆ 調停申請件数は増加し、過去最高となった。
◆ 内容は、「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する事案が増加した。

◆ 結果は、調停案の受諾を勧告した事案の多くが双方受諾し、円満解決した。


○  平成23年度、東京労働局の調停申請受理件数は10件と増加し、過去最高となった（図４）。
○  申請の内容をみると、「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」に関する事案が5件（前年度2件）と増加した。「セクシュアルハラスメント」に関する事案は5件（前年度7件）であった。
○  平成23年度中に調停を実施した事案（10件）の調停の実施結果をみると、被申請人が調停に参加しないため打ち切りとなった事案が3件あるが、調停会議が開催された7件のうち6件は、調停案の受諾を勧告し、双方がこれを受諾することにより解決している。
【図４】調停申請受理件数の推移
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４．行政指導の状況（資料1-1【表５】）
	◆ 男女雇用機会均等法第29条に基づく是正指導件数は、263件。




○   平成23年度は、277事業所を対象に報告徴収を実施し、このうち何らかの男女雇用機会均等法違反のあった153事業所に対し、263件の是正指導を行った。

○   指導事項としては「母性健康管理」に関する事案が最も多く、次いで「セクシュアルハラスメント」に関する事案となっている。

·   前年度から引き続いて指導を行った事案も含め、全体の99％が平成23年度中に是正されている。
·   平成23年度は、男女雇用機会均等法の趣旨に則った望ましい雇用管理の実現のため、「採用拡大」や「管理職登用」などポジティブ・アクションの取組についても184事業所に対して助言を実施した。

Ⅱ　育児・介護休業法の施行状況

１．相談の状況（資料1-2【表１】【表２】）
	◆ 相談件数は、8,384件であった。

◆ 相談件数について、内容別に見ると、「育児休業制度」に関する事案、「短時間勤務等の措置」、「介護休業制度」に関する相談が多い。


　○  平成23年度に、東京労働局 雇用均等室に寄せられた育児・介護休業法に関する相談は、8,384件であった（図１）。

○　改正育児・介護休業法の施行初年度に当たり、相談が急増した平成22年度と比べ、法の周知が進んだ平成23年度は、事業主からの相談が３分の１になるなど、特に制度の内容に関わる相談が減少した一方、労働者からの自らの権利行使に関わる相談は、1.3倍に増加した。
　

　【図１】相談件数の推移
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○  相談のうち、労働者からの自らの権利行使に関わる相談について、相談内容別にみると、最も割合が高いのは、「育児・介護休業に係る不利益取扱い」事案で、39％となっている。次いで、「育児・介護休業を取得させてもらえない」といった事案の相談が27％、「育児・介護のための短時間勤務等の措置が利用出来ない」といった事案の相談が12％となっている（図２）。

【図２】相談内容の内訳

[image: image6.emf]育児・介護休業に

係る事案

211件（27%）

その他

104件（13%）

期間雇用者の休業に

係る事案

52件（7%）

休業等に係る

不利益取扱い事案

299件（39%）

所定労働時間の

短縮等措置に係る事案

（法定以上のものを含む）

92件（12%）

労働者の配置に関する

配慮に係る事案

19件（2%）


２．労働局長による紛争解決援助の状況（資料1-2【表３】）
	◆ 紛争解決援助の申立件数は、82件となり、昨年度比2.7倍となっている。

◆ 申立の内容をみると、休業等に係る不利益取扱いに関する事案が、最多で（48件）となっている。


　○  平成23年度、新たになされた育児・介護休業法第52条の4条に基づく紛争解決援助の申立件数は、82件であり昨年度比2.7倍となっている（図３）。

○  申立の内容をみると、「育児休業等に係る不利益取扱い」に関する事案が最も多く、48件。次いで、「育児休業が取得出来ない」事案が23件となっている（図３）。

○  平成23年度中に援助を終了した事案（81件）のうち、54件（67%）が解決した。

○　正規・非正規の別でみると、正規労働者からの申立は56件、非正規労働者からの申立は26件であった。
　　申立の内容をみると、正規労働者については、「休業等に係る不利益取扱い」に関する事案が6割以上（37件）を占め、このうち育児休業からの復職をめぐるトラブルが約7割と最も多くなっている。一方、非正規労働者については、「育児休業が取得できない」といった事案が5割以上（14件）を占めており、正規労働者は育児休業からの復帰時に、非正規労働者は育児休業の取得時にトラブルが多い傾向がうかがわれる。

　【図３】紛争解決援助申立件数の推移
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※　育児・介護休業法第52条の４に基づく紛争解決援助は、育児・介護休業法改正により、
平成21年9月30日より実施
３．両立支援調停会議による調停の状況（資料1-2【表４】）
	◆ 育児・介護休業法改正によりスタートした調停制度、2年目の調停申請件数は４件。


○  平成23年度、東京労働局の調停申請受理件数は４件であり、育児・介護休業法に基づく調停制度がスタートした平成22年度より1件増加した。

○  申請の内容は、全て「育児休業に係る不利益取扱い」に関する事案であった。

○  平成23年度中に調停を開始した3件のうち調停案の受諾勧告を行った事案が2件で、いずれも双方が調停案を受諾し解決に至っている。
４．行政指導の状況（資料1-2【表５】）
	◆ 育児・介護休業法第56条に基づく指導件数は、1,558件。


　○  平成23年度は、293事業所を対象に報告徴収を実施し、このうち何らかの育児・介護休業法上問題のあった287事業所に対し、1,558件の是正指導を行った。

　○  指導事項としては「育児休業」に関する事案が最も多く、次いで「時間外労働の制限」、「短時間勤務等の措置」に関する事案が多くなっている。

　○  前年度から引き続いて指導を行った事案も含め、全体の94％が平成23年度中に是正されている。
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